
令和 7 年度実施施策に係る政策評価書（事後評価） R7 - ⑳ )

目標 ５－２

令和 8年 9月

基準年度 目標年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

11地区 10地区 8地区 ３地区 － － －

11地区 （100%） 10地区 （100%） ６地区 （75%） ２地区 （67%） － － －

- 100 - - 500 - -

- 184 328 569 － － －

- - - - - - -

- 20.5% 20.8% 21.0% － － －

- - - - - - -

- 13.3% 13.3% 13.3% － － －

(1)

OECMを活用
した健全な生
態系の回復
及び連結促
進事業
（令和５年度）

1,2, 3, 4, 5 004877 (5)

世界自然遺
産等保全対
策費
（平成4年度）

8 004893 (9) － － － (13) － － － (17) － － －

(2)

自然環境保
全地域等保
全対策事業
（平成22年
度）

8 004885 (6)

国立公園等
管理等事業
費
（令和５年度）

1 004889 (10) － － － (14) － － － (18) － － －

測定指標 基準値 目標値
年度ごとの目標値

測定指標の選定理由及び目標値（水準・目標年度）の設定の根拠 達成年度ごとの実績値

達成すべき目標

・国立・国定公園の大規模拡張をはじめとした保護地域の拡張と管理の質の向上
・自然共生サイト認定の促進
・国の制度等に基づき管理されている地域のうちOECM該当地域の整理
・海域におけるOECMの設定に関する検討

政策体系上の
位置付け

５．生物多様性の保全

施策に関係する内閣の重要政策
（施政方針演説等のうち主なもの）

第六次環境基本計画（令和6年5月21日閣議決定）第３部等
生物多様性国家戦略2023-2030（令和5年3月31日閣議決定）第１部等

（環境省

施策名 自然環境の保全・再生 担当部局名
自然環境局
自然環境計画課
国立公園課

施策の概要 陸域及び海域の30％以上を保護地域及びOECMにより保全するとともに、それら地域の管理の有効性を強化することで、自然環境の保全・再生を図る。 政策評価実施予定時期 政策評価実施時期

生物多様性国家戦略2023-2030において、2030年までに陸域と海域の30％以上を保全する「30by30目標の達成」を掲げているため。 －

4

我が国の管
轄水域内にお
ける海洋保護
区及びOECM
の割合

13.3% R5 30.0% R12 生物多様性国家戦略2023-2030において、2030年までに陸域と海域の30％以上を保全する「30by30目標の達成」を掲げているため。 －

3

我が国の陸
域における保
護地域及び
OECMの占め
る割合

20.5% R5 30.0% R12

国立・国定公園区域及び公園計画の見直しを着実に実施することが目標の達成に寄与するため、測定指標として選定した。なお、目標値は、
新規指定及び大規模拡張作業の進捗状況や各国立・国定公園の点検状況及び地域の実情を踏まえ、年度始めに見直しが必要な地区を見
直し計画として定め、目標値を設定することとしている。

×

2
自然共生サイ
ト認定登録数

0 R5 500 R8

生物多様性国家戦略2023-2030に基づいた30by30目標達成に向けては、OECM（保護地域以外で生物多様性保全に資する地域）の設定・管
理の推進が鍵である。OECMのうち、民間の取組等によって生物多様性の保全が図られている区域（企業緑地、里地里山等）については、自
然共生サイト認定や生物多様性増進活動促進法（令和６年法律第16号）に基づく増進活動実施計画等の認定により、OECMとしての設定・管
理を進めることとしていることから、指標として選定した。また、これまでの認定数の進捗状況を踏まえて目標値を設定した。

○

1

新規指定及
び大規模拡
張、公園計画
の見直しを実
施した国立・
国定公園数

- - 1 毎年度

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）

関連する指標
行政事業
レビュー
事業番号

達成手段
（開始年度）



(3)

サンゴ礁生態
系保全対策
推進費
（平成30年
度）

3,7 004881 (7) － － － (11) － － － (15) － － － (19) － － －

(4)

放射線による
自然生態系
への影響調
査費
（平成28年
度）

7 004874 (8) － － － (12) － － － (16) － － － (20) － － －

目標達成が
出来なかっ
た要因、そ
の他施策の

課題等

政策評価を行う過程
において使用した資
料その他の情報

・生物多様性国家戦略2023-2030
・環境省報道発表資料「自然共生サイト等の国際的なデータベースへの登録について」（令和7年8月4日）
・環境省報道発表資料地域生物多様性増進法に基づく「自然共生サイト」の認定 （令和７年度第３回）について」（令和8年3月17日）

【測定指標】

学識経験を有する者
の知見の活用

＜参考：施策の実施における活用状況＞
自然共生サイトの認定審査会においては、合計23名の生物多様性保全に関わる様々な分野の専門家による審査を受けており、審
査時のコメントを制度の適切な運用に反映させている。

ＳＤＧｓ目標との関係

【主な目標】 

国立・国定公園の適切な管理や自然共生サイトの認定は、陸域及び海域双方の生物多様性の保全に直結するものであり、目標
14番「海の豊かさを守ろう」、目標15番「陸の豊かさも守ろう」の達成に貢献した。また、それらの施策により保護地域及びOECM面
積が拡大することは、目標13番「気候変動に具体的な対策を」にも貢献する。

【副次的効果が期待される目標】

国立・国定公園や自然共生サイトにおける普及啓発体制や子どもの自然体験活動の推進体制を強化することで、副次的に目標４
番「質の高い教育をみんなに」の達成に貢献した

評
価
結
果

（各行政機関共通区分） ③相当程度進展あり

＜新規指定及び大規模拡張、公園計画の見直しを実施した国立・国定公園数＞
未達成となった１地区についても国定公園の新規指定に向け、関係機関等との調整及び各種手続きを進め、令和７年度内に中央環境審議会にて諮問・答申されており、おおむね計画どおり実施された。そのため、施策の方向性は妥当であると考えており、引き続き着実に国立・国定公園
の区域及び公園計画の見直し等を行い、適切な保護管理を行う必要がある。

＜自然共生サイトの認定登録数＞
目標を大きく上回るペースで認定が進んでおり、十分に成果が出ている。一方で今後に向けた課題として、認定数の地域による偏りが大きく、生物多様性保全上重要な場所を確実に網羅できるように戦略的に認定を促進していくことが求められる。そのためには、現時点で生物多様性保全
への関心が薄い層や保全活動に取り組んでいない層の参画を促す工夫が必要となる。

＜我が国の陸域における保護地域及びOECMの占める割合＞
自然共生サイトの認定数増加等に伴い着実に増加している。2030年までに30%を達成するために、引き続き自然共生サイトの認定促進に加え、国制度OECMの検討等、様々な施策を複合的に推進していく必要がある。

＜我が国の管轄水域内における海洋保護区及びOECMの割合＞
海域においては、自然共生サイトは既存保護区域と範囲が重複する場合が多く、面積割合の増加にはつながっていない。2030年までに30%を達成するために、国制度OECMの検討等、様々な施策を複合的に推進していく必要がある。

次期目標等
への

反映の方向
性

【施策】

目標達成度
合いの

測定結果
（判断根拠）

新規指定及び大規模拡張、公園計画の見直しを実施した国立・国定公園数については、令和７年度は上信越高原国立公園（草津・万座・浅間地域）の公園計画の見直し、並びにニセコ積丹小樽海岸国定公園の公園区域及び公園計画の見直しを実施
した。
自然共生サイトの認定件数については、令和8年度中に500件以上を目標としていたところ、令和7年度末時点で569件を認定しており、目標を大きく上回るペースで認定が進んでいる。
我が国の陸域における保護地域及びOECMの占める割合については、令和7年8月時点で21.0%と前年度から0.5%増加しているところで、目標達成に向けて引き続き取組を進める必要がある。
我が国の管轄水域内における海洋保護区及びOECMの割合については、令和7年8月時点で13.3%と前年度と同じ状況で、引き続き検討を進める必要がある。

上記を総合的に判断し、本施策の評価は相当程度進展ありとした。

＜新規指定及び大規模拡張、公園計画の見直しを実施した国立・国定公園数＞
引き続き、国立・国定公園における自然環境等の情報を継続的に把握し、その情報を基に、国立・国定公園について、区域及び公園計画の見直しと適切な保護管理を進め、生物多様性の保全と自然との共生の推進を図る。

＜自然共生サイトの認定登録数＞
OECM面積の増加に貢献するため、支援証明書発行等のインセンティブ施策の推進や交付金事業により引き続き自然共生サイトの認定促進を継続する。また、認定の地域による偏りを解消するため、各地方事務所において地域毎の取組を一層促進
していく。

＜我が国の陸域における保護地域及びOECMの占める割合＞
国立公園等の保護地域の拡大、自然共生サイトの認定の促進により面積割合の増加を図るとともに、国制度OECMの検討を加速化し30%を達成するためのビジョンを明確にする。

＜我が国の管轄水域内における海洋保護区及びOECMの割合＞
国制度OECMの検討を加速化し30%を達成するためのビジョンを明確にする。

＜新規指定及び大規模拡張、公園計画の見直しを実施した国立・国定公園数＞
着実な公園計画の見直しと適切な保護管理の実施が重要であることから変更しない

＜自然共生サイトの認定登録数＞
自然共生サイトの認定件数は、取組の普及状況を図る上で効果的な指標である。令和8年度までの目標を既に達成しているが、令和8年度中に生物多様性国家戦略に付属する「30by30ロードマップ」の中間評価を実施し、目標の見直しをすることとなっ
ていることから、現時点で目標の修正はせず、さらに認定件数を上積みすることを目指す。

＜我が国の陸域における保護地域及びOECMの占める割合＞
生物多様性国家戦略2023-2030に掲げる目標であることから変更しない

＜我が国の管轄水域内における海洋保護区及びOECMの割合＞
生物多様性国家戦略2023-2030に掲げる目標であることから変更しない


